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研究要旨 本研究は、介護予防を例とした市町村との連携による実践的研究を通して、地

域づくり型の保健施策を進めるためのソーシャル・キャピタルの醸成方法を検討し、その

事例づくりを進めることを目的とした。 

初年度、自治体におけるソーシャル・キャピタルの醸成には、まず自治体内の各部署が

連携しやすくなるような横断的な意見交換の場を作ることが重要で効果的であることが確

認された。これを受けて、熊本県御船町および兵庫県神戸市において多部署連携会議の立

ち上げと継続にかかわり、また同会議で活用するための地域診断ツールの開発を進めてき

た。御船町では連携会議での活動を通じて、市内の過疎地域での住民主体の活動による保

健福祉施策充実のための県による助成金を獲得した。対象地域で新たな住民主体の集いの

場「ほたるの学校」が開校した。また介護保険の新総合事業の展開に向けた第１層協議体

の設立のための官民連携部会の発足が決まった。同町のこれらの取り組みは厚労省第4回

「健康寿命のばそう！アワード」受賞に結び付いた。介護保険事業計画に閉じこもりの地

域間格差の縮小が目標値として盛り込まれるなど、マネジメント上も前進した。  

神戸市では複数の民間企業（ネスレ日本・ＮＴＴ東日本）の参入による情報技術を用い

た新しい介護予防のための集いの場事業が展開され、業務ビッグデータの一層の活用のた

めのプラットフォームができるなど組織連携の前進がみられた。この連携をベースとして、

情報端末などを活用した新たな住民主体の集いの場の事業が始まるなど、住民レベルのソ

ーシャル・キャピタル醸成に貢献した。調査により得られたデータの分析からは、住民の

社会経済的背景により、適した地域での社会活動が異なること、多様なメンバーが集うグ

ループに参加している人のほうが、均質なグループへの参加者に比べて抑うつ傾向が少な

い可能性が明らかになった。ネスレ社は関連する「介護予防カフェ」事業が認められ、第4

回「健康寿命を延ばそう！アワード」企業部門優良賞を今年度受賞した。 

以上より、高齢者保健対策に資するソーシャル・キャピタルの育成には、幅広い官民の

組織連携が有効であること、そういった組織連携を通じて、多様な社会経済的背景を持つ

住民の社会参加ニーズを明らかにしたうえで、ニーズにあった住民レベルのソーシャル・

キャピタル醸成の取り組みを展開していくことが可能であることがうかがえた。今後の普

及に向けては、今回研究者が担当したような連携や地域診断データの活用に関するアドバ

イザー機能およびコーディネーションの支援機能を担う地域の人材や担当機関が育成され

ることが求められる。 
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携の幅が広がるか、また住民同士の連携が深

まるかについて検討した。また、調査を通じ

て集めた疫学データを用いて、高齢者の社会

参加や人的交流と健康の関係について、個人

の社会背景の違いも考慮した詳細な分析を行

った。  

（倫理面への配慮）  

JAGES調査は日本福祉大学倫理審査委員会の

許可を得て実施した。 

 

C. 研究結果  

１）御船町でのソーシャル・キャピタル醸成  

年度内に多様な職種の担当者が常時１０名

以上参加して、合計３回の多部署連携会議「地

域包括ケア推進会議」を実施した。閉じこも

り対策の優先地区に選ばれた中山間地域・水

越地区での活動については、「ほたるの学校」

という新しい集いの場が誕生し、１年で参加

者が３０人から５０人ほどに膨らみ、住民に

よる自主運営が根付くなど大きな成果がみら

れた。廃校の校舎を活用した弁当作りと配食

サービス・会食会の活動も毎回１００食を売

り上げるなど軌道にのっていた。過疎地域に

おける住民主体の活動を促すための資金とし

て、熊本県からの助成金獲得にもつながった。 

同町のこれらの取り組みは厚労省「健康寿

命のばそう！アワード」受賞（局長賞）に結

び付いた。  

年度の後半には介護保険の新総合事業の受

け皿としての行政と事業者、NPO等との第一

層議体結成に向けた準備会議が開催された。

今後の具体化に向けて、官民連携による作業

部会の立ち上げが決定するなど、次のステッ

プへの足掛かりができた。準備会議では本研

究班による地域診断データを活用して、町の

高齢者保健課題が共有された。  

 

２）神戸市でのソーシャル・キャピタル醸成  

昨年度「介護予防事業実施対象地区選定シ

ート」を開発した。包括区単位で評価した要

介護リスクと介護予防に役立つ資源量のバラ

ンスから、介護予防施策の優先度の高い地域

を選定できるシートである。神戸市ではこの

地域選定シートを活用して、市内各区の保健

センターとの連携を進め、４地区の優先対策

対象地区を選定した。今年度は、この４地区

で住民主体の集いの場づくりの事業が進めら

れた。集いの場づくりでは、飲料メーカーや

通信事業者などの民間企業との連携が進んだ。

対象４地区の一つ、キャナルタウン団地地区

では集いの場（サロン）づくり事業の評価の

ためにアンケート調査を実施した。アンケー

ト結果はサロンを開催しない対照地区とした

西区の団地のデータとの比較をした。アンケ

ート結果から、サロンや体力測定会などの事

業への参加者は、健康状態や心理社会的状態

が改善したことが示された（下図）。  

 

最近2か月間で、「増えた」「やや増えた」と

答えた者の割合（ソーシャル・サポート）  

 これらのカフェ事業に参画したネスレ日本

は、第4回健康寿命をのばそう！アワードの企

業部門湯了承を受賞した。  

 

３）社会参加による要介護予防効果における、

個人の社会経済状況の修飾効果の検討  

 高齢者保健におけるソーシャル・キャピ

タルの醸成の目的の一つに、地域住民の社会

参加の促進がある。地域の組織同士の連携が
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豊かであれば、住民の社会参加の機会も豊か

になると期待される。住民の社会参加が進め

ば、住民レベルのソーシャル・キャピタル、

すなわち住民同士の結束・信頼・互助関係）

の醸成も達成できる。高齢者の社会参加が健

康リスクを低減させることはよく知られてい

る。しかし、高齢者の社会参加が健康へ及ぼ

す影響については、個人の属性、特に学歴や

所得など社会経済的な状況により異なる可能

性がある。そこで、様々な社会活動への参加

や参加の形態とその後の要介護状態との関連

における、個人の社会経済的な背景の作用修

飾効果について検討した。  

日本老年学的評価研究（JAGES）のデータ

を用いた。2003年度の調査回答者の4年後の

要介護状態のデータを付加したものである。

コックス比例ハザードモデルによって要介護

認定をアウトカムとしてそのリスク比を推定

した。社会参加の修飾効果として、会や組織

の参加の有無と社会経済的変数（所得と教育

年数）それぞれとの交差項を作成し、オッズ

比と95%信頼区間を算出した。共変量には年

齢、婚姻状態、就労状態、疾病状況を用いた。  

分析の結果、会や組織への参加している人

ほど要介護や死亡のリスクが低いという結果

であった。男性では教育年数による作用修飾

が観察された。スポーツ関係のグループやク

ラブへ参加している人ほど要介護リスクが低

いという関係がみられたが、祖の関連は教育

年数が長い男性と短い男性とで5。6倍の差が

みられた。趣味の会への参加でも同様に教育

年数によって4。0倍の差がみられた。グルー

プの役員をしている人ほど要介護リスクが低

い傾向も観察されたが、その関係も高所得者

や高学歴者でより強かった。  

以上より、高齢者の社会参加を支援する上

で社会階層への配慮が重要であることが示唆

された。  

 

４）所属グループの多様性とメンバーの抑う

つとの関連  

高齢者においては社会参加（グループ参加）

している人ほど健康状態が保たれる一方で、

参加しているグループの種類によって、その

関連が異なることが報告されてきた。しかし、

参加しているグループの特性によっても効果

が異なるのではないかと考えられる。構成メ

ンバーの多様性が高いと、多様な関係性を醸

成できる一方、価値観のコンフリクト等によ

りストレスがかかる可能性もある。全国31市

町村に居住する要介護認定を受けていない65

歳以上の高齢者137,736人のデータを用いて

横断的分析により検討した結果、所属してい

るグループの男女比・年齢構成・住所地・社

会的地位の面で多様性の高いグループに参加

している人の方が抑うつ症状が少ないことが

示された。  

 

D. 考察  

小規模な御船町と大規模都市の神戸市での

参与観察を通して、次のことが明らかになっ

た。  

まず、（１）自治体規模の大小にかかわら

ず、関係機関の顔の見える関係づくりが、住

民組織の育成等の活動を進める際の基盤とな

る可能性がある。御船町のような小規模な自

治体では、町の行政機関内の各部署の代表者

に直接声掛けをして集まり連携会議を実施す

るというアプローチが有効であった。一方、

神戸市のような大規模な自治体では、まず保

健セクター内の縦の連携を構築することが求

められ、市と各行政区の担当者との連携会議

が進められた。大規模な自治体では、一挙に

幅広い連携を構築するのは難しいため、保健

セクターと、連携のパートナー候補との１対

１の関係でwin-winの関係を探る、といったプ



ロセスのほうが、一挙に多様な部署に連携を

呼びかけるよりも実効性が高いように見受け

られた。  

また、（２）組織連携のための会議の場な

ど、多様なメンバー間で目標や課題の共有を

進める際に、塗り分け図などでわかりやすく

地域の状況に関する情報を見える化した資料

が大いに役立つ可能性がある。御船町では、

客観的なデータを基に、実際に長期的な閉じ

こもり対策に関するゴール設定ができた。  

連携に際しては、（３）連携するかく組織

にとって利益になる落としどころを共同作業

により見出す頃が重要であり、そのためには

（４）時に保健や介護、というこちら側の価

値観を相対化して一歩引いた形で参画する態

度も求められると考えられた。  

疫学データを用いた実証分析の結果からは、

高齢者の社会参加を促す際に、個人の社会経

済状況へ配慮する必要性が示唆された。また、

住民組織の育成の際には組織メンバーが多様

なグループのほうがメンバーの健康との関連

が強い可能性が示された。  

 

＜結論＞  

規模の違う２つの自治体において、組織連

携の推進を足掛かりとして地域のソーシャ

ル・キャピタル醸成を進め、一定の成果を得

た。今回は、研究者が連携や地域診断データ

の活用に関するアドバイザー機能とコーディ

ネーション支援の機能を担った。全国の市町

村で学術機関が同様の役割を担うことは不可

能であることから、今後の普及に際しては地

域のソーシャルキャピタル醸成スキルの向上

が求められよう。しかし市町村だけでそれを

完結するのは難しいことから、市町村自治体

のアドバイザーを務める機関が必要と思われ

る。法的根拠のある保健所等がその候補であ

る。保健所等のアドバイス能力・コーディネ

ーションの向上が求められる。  

 

E. 健康危機情報  

 特になし。  

 

F. 研究発表  

1. 原著論文  

1 .  Ish ikawa Y *, Kondo  N , Kondo  K , Sa ito  T , 
Hayash i H , Kawach i I ,  fo r JAEGS  G roup . 
Soc ia l pa rt ic ipa t ion  and  morta l ity :  Does  
soc ia l pos it ion  in  c iv ic  g roups  ma tte r?  J  
Ep idem io l.  印 刷中  

2.  Ota  A *, M urayama N , Tanabe  N , 
Shobugawa  Y , Kondo  N , Kondo  K . 
Se rum  A lbum in  Leve ls  and  Econom ic  
S ta tus  in  Japanese  O lde r Adu lts .  PLoS  
One. 印刷中  

3.  Tan i Y , Kondo  N , Nagam ine -Takahash i Y , 
Kondo  K , Kawach i I ,  Fu j iwa ra* T . 
Ch ildhood  soc ioeconom ic  d isadvan tage  
is  assoc ia ted  w ith  lower m orta lity  in  o lde r 
Japanese  men: the  JAGES  coho rt s tudy . 
In t J  Ep idem io l.  2016 ; in  p ress . 印刷中  

4.  Toyo  A , Kodo  N *, Kondo  K . Soc ia l 
pa rt ic ipa t ion  and  the  onse t o f func t iona l 
d isab i l i ty  by  soc ioeconom ic  s ta tus  and  
ac t iv ity  type : the  AGES  coho rt  s tudy . 
P reven tive  Med ic ine . 印刷中  

5.  Ish ikawa Y , Kondo  N , Kondo  K , Sa ito  T , 
Hayash i H , Kawach i I ,  fo r the  JAGES  
g roup . Soc ia l pa rt ic ipa t ion  and  morta l ity :  
does  soc ia l pos it ion  in  c iv ic  g roups  
matte r?  BMC  Pub lic  Hea lth .  2016 , 
16 :394  DO I: 
10 .1186 /s12889-016-3082-1 . 印刷中  

6.  Hayash i K , Kawach i I ,  Oh ira  T , Kondo  K , 
Sh ira i K  and  Kondo  N *. Laugh te r is  the  
Bes t M ed ic ine?  A  C ross-Sec tiona l S tudy  
o f Ca rd iovascu la r D isease  Among O lde r 
Japanese  Adu lts  J  Ep idem io l 2016 . 
do i:10 .2188 /jea .JE20150196 . 印刷中  



7 .  芦田登代 , 近藤尚己 *, 近藤克則。 介護予
防施策の優先順位づけのためのデータ可
視化ツールの開発。  厚生の指標。  印刷
中  

8.  Koyama S *, A ida  J , Sa ito  M , Kondo  N , 
Sa to  Y , M a tsuyama Y , e t  a l.  Commun ity  
soc ia l cap ita l and  too th  loss  in  Japanese  
o lde r peop le : a  long itud ina l coho rt  s tudy . 
BMJ Open. 2016  Ap ri l  1 ,  
2016 ;6 (4 ):e010768 .  

9 .  Inoue  Y *, S t ick ley  A , Yazawa A , Fu j iwa ra  
T , Kondo  K , Kondo  N . M on th  o f b ir th  is  
assoc ia ted  w ith  m orta l ity  among o lde r 
peop le  in  Japan : F ind ings  from  the  
JAGES  coho rt.  Ch ronob io l In t.  2016  Mar 
24 ;33(4 ):441 -7 .  

10 .  Sh iba  K , KondoN *, Kondo  K . In fo rma l 
and  Fo rma l Soc ia l Support and  
Careg ive r Bu rden : AGES  Careg ive r 
Su rvey . J  Ep idem io l.  2016 . In  p ress  

11 .  斎藤民 *, 近藤克則 , 村田千代栄 , 鄭丞媛 , 
鈴木佳代 , 近藤尚己 , e t a l.  高 齢者の外出
行動と社会的・余暇的活動における性差
と地域差  JAGES  プロジェクトから。  
日本公衆衛生雑誌。  
2015 ;62 (10 ):596 -608 .  

12 .  Yamak ita  M *, Kanamori S , Kondo  N , 
Kondo  K . Co rre la tes  o f  Regu la r 
Pa rt ic ipa t ion  in  Spo rts  G roups  among 
Japanese  O lde r Adu lts : JAGES  
C ross-Sec tiona l S tudy . PLoS  One. 
2015 ;10 (10 ):e0141638 . 
2015 ;10 (10 ):e0141638 . 

13 .  Hayash i K , Kawach i I ,  Oh ira  T , Kondo  K , 
Sh ira i K , Kondo  N *. Laugh te r and  
Sub jec t ive  Hea lth  Among 
Commun ity -Dwe ll ing  O lde r Peop le  in  
Japan : C ross-Sec tiona l Ana lys is  o f the  
Japan  Geron to log ica l E va lua tion  S tudy  
Cohort Da ta . J  Ne rv  M ent D is .  2015  
Dec ;203 (12 ):934 -42 . 

14 .  Tan i Y * , Sasak i Y , Haseda  M , Kondo  K , 
Kondo  N . Ea ting  a lone  and  dep ress ion  in  
o lde r m en and  women by  cohab ita t ion  

s ta tus : The  JAGES  long itud ina l su rvey . 
Age  Age ing . 2015  Nov ;44(6 ):1019-26 .  

15 .  Tan i, Y .,  Kondo , N *. ,  Takag i,  D .,  Sa ito ,  
M ., H ik ich i,  H .,  O jim a, T .,  &  Kondo , K . 
(2015 ) Combined  e ffec ts  o f ea t ing  a lone  
and  l iv ing  a lone  on  unhea lthy  d ie ta ry  
behav io rs , obes ity  and  underwe igh t in  
o lde r Japanese  adu lts : Resu lts  o f the  
JAGES . Appe tite , 95 , 1 -8 . do i:  
h ttp :/ /dx .do i.o rg /10 .1016 /j .appe t.2015 .0
6 .005   

16 .  Nakade  M , Takag i D , Suzuk i K , A ida  J , 
O jim a T , Kondo  K , e t a l.  In f luence  o f 
soc ioeconom ic  s ta tus  on  the  assoc ia t ion  
be tween  body  mass  index  and  
cause-spec if ic  m orta l ity  among o lder 
Japanese  adu lts :  The  AGES  Cohort 
S tudy . P rev  Med. 2015 ;77 :112 -8 . 

17 .  H ik ich i H *,  Kondo  N , Kondo  K , A ida  J ,  
Takeda  T , Kawach i I .  E ffec t  o f a  
commun ity  in te rven tion  p rog ramme 
p romoting  soc ia l in te rac t ions  on  
func t iona l d isab i l i ty  p reven tion  fo r o lde r 
adu lts : p ropens ity  sco re  match ing  and  
ins trumenta l va r iab le  ana lyses , JAGES  
Take toyo  s tudy . J  Ep idem io l Commun ity  
Hea lth . 2015  Ap ri l  17 , 2015 . 

18 .  Koyama S , A ida  J , Kawach i I ,  Kondo  N , 
Sub raman ian  SV , I to  K , e t  a l.  Soc ia l 
suppo rt im proves  menta l hea lth  among 
the  v ic t im s  re loca ted  to  tempora ry  
hous ing  fo l low ing  the  G rea t Eas t Japan  
Ea rthquake  and  Tsunam i. Tohoku  J  Exp  
Med. 2014 ;234(3 ):241-7 .  

19 .  Kondo N , Sa ito  M , H ik ich i H , A ida  J , 
O jim a T , Kondo  K , e t a l.  Re la t ive  
depr iva t ion  in  income and  morta l ity  by  
lead ing  causes  among o lde r Japanese  
men and  women: AGES  coho rt s tudy . J  
Ep idem io l Commun ity  Hea lth . 2015  
Ju l;69 (7 ):680-5 . 

20 .  Chiyoe  Mura ta , Tokunori Takeda , Kayo  
Suzuk i,  Ka tsunor i Kondo： Pos it ive  a ffec t  



and  inc iden t dementia  among the  o ld . J  
Ep idem io l Res ,2015 ;2 (1 ):118 -124  

21 .  Kondo K . E va lua tion  o f  E ffec t iveness , 
Qua lity  and  Inequa lit ies  in  Hea lth ,  
Med ica l and  Long -Te rm  Care  - 
Ach ievements  and  Cha llenges . Pub lic  
Po l icy  Rev iew . 2015； 11 (5 ):  685 -718  

22 .  I to  K , A ida  J , Yamamoto  T , O tsuka  R , 
Nakade  M , Suzuk i K , Kondo  K , and  
Osaka  K : Ind iv idua l-  and  
Commun ity - leve l Soc ia l g rad ien ts  o f 
Eden tu lousness . BMC  O ra l Hea lth ; 
2015 :34  
(do i:10 .1186 /s12903-015-0020 -z , 
2015 .03 .11  pub lished  on l ine  f irs t) .  

23 .  佐々木由理，宮國康弘，近藤克則 : 健康
長寿とその社会的決定要因について。 介
護福祉・健康づくり。  2(2 ) 81 -86 , 2015  

24 .  長嶺由衣子 , 辻大士 , 近藤克則 : 市町村
単位の転倒者割合と歩行者割合に関する
地域相関分析  － JAGES2010-2013 連続
横断分析より－。  厚生の指標  62 
(12 ):1 -8 , 2015  

25 .  佐々木由理 ,宮國康弘 ,谷友香子 ,長嶺由衣
子 ,辻大士 ,斎藤民 ,垣本和宏 ,近藤克則：高
齢者うつの地域診断指標としての社会的
サポートの可能性 -2013 年日本老年学的
評価研究 (Japan  Geron to log ica l 
Eva lua t ion  S tudy :JAGES)より -老年精神
医学雑誌  2015;26 (9 ):1019-27  

26 .  加藤清人，近藤克則，竹田徳則，鄭丞媛：
手段的日常生活活動低下者割合の市町村
格差は存在するのか −JAGES プロジェク
ト −。作業療法 34： 541−554、 2015  

27 .  谷友香子 , 近藤克則 , 近藤尚己。  日本人
高齢者の孤食と食行動および Body Mass  
Index との関連  JAGES（日本老年学的評
価研究）の分析結果。  厚生の指標。  
62(13 ),9 -15 ,2015  

28 .  近藤克則「保健・医療・介護における効
果・質・格差の評価－到達点と課題－」
〈財務省財務総合政策研究所「フィナン
シャル・レビュー」平成  27 年第３号（通
巻第  123 号） , 133 -157 , 2015  年 6 月  

29 .  斉藤雅茂 , 近藤克則 , 尾島俊之 , 平井
寛：健康指標との関連からみた高齢者の
社会的孤立基準の検討；10 年間の AGES
コホートより。日本公衆衛生雑誌。
62(3 )： 95-105 , 2015  

30 .  鈴木佳代 , 近藤克則 : 「自治体との共同に
よる大規模社会調査：－ JAGES2013 年度
調査の概要と工夫－」。  社会と調査  14: 
64 -69 , 2015  

31 .  近藤尚己 : 【特別記事】自治体で「健康
格差対策」に取り組むための 5 つの視点。 
保健師ジャーナル  71 (11): 950 -956 , 
2015  

32 .  尾島俊之：健康日本 21（第 2 次）の推進
による健康寿命の延伸（保健師ジャーナ
ル「特集  健康日本 21（第 2 次）の初期
評価」 2015）  

33 .  近藤克則：健康格差対策のための 7 原則
（保健師ジャーナル「特集  健康日本 21
（第 2 次）の初期評価」 2015）  

34 .  近藤尚己：健康格差の評価・測定とその
活用—熊本県御船町での取り組み事例よ
り（保健師ジャーナル「特集  健康日本
21（第 2 次）の初期評価」 2015）  

35 .  稲葉陽二：ソーシャル・キャピタル（社
会関係資本）で地域の特性を探る（保健
師ジャーナル「特集  健康日本 21（第 2
次）の初期評価」 2015）  

2. 学会発表  

＜第26回日本疫学会  （鳥取県米子市 , 米子コ

ンベンションセンター  BiG SHiP, 2016. 1. 

21-23）＞  

1. 亀田義人 , 近藤克則 , 辻大士 , 佐々木由

理 , 宮國康弘：高齢者の運動習慣におけ

る行動変容ステージによる健康寿命喪

失予測：JAGESコホート研究 （ポス

ター発表 , P2-077, 抄録集p.137, 2016. 

01. 23）  

2. 白井こころ , 藤原武男 , 井上陽介 , 磯博

康 , 雨宮愛理 , 矢澤亜季 , 近藤尚己 , 近

藤克則：物理的・心理的環境要因とＣ

ＫＤリスクの関連についての検討



JAGES Study （ポスター発表 , P2-78, 抄

録集p.137, 2016. 01. 23）  

3. 横田千尋，佐々木由理，辻大士，亀田

義人，長嶺由衣子，宮國康弘，柳奈津

代，近藤克則：市町村ごとの転倒者割

合と地域組織への参加者割合の関連

性：地域相関研究  （口頭発表，O-27，

抄録集  p.77，  2016. 1. 22) 

4. 佐々木由理，宮國康弘，谷友香子，辻

大士，亀田義人，斎藤民，本庄かおり，

近藤克則：高齢者のうつ傾向からの回

復 状 況 － JAGES(Japan Gerontological 

Evaluation Study) 2010-13縦断データ分

析－（口頭発表，O-28, 抄録集  p.77, 

2016. 1. 22) 

5. Tani Yukako, Kondo Naoki, Sasaki Yuri, 

Kondo Katsunori, Fujiwara 

Takeo:Childhood socioeconomic status 

and depression in older Japanese adults: 
the JAGES longitudinal study.（口頭発表，

O-29, 抄録集  p.78, 2016. 1. 22) 

6. 相田潤 , Cable Noriko, 坪谷透 , 小坂健 , 
近藤克則 , Watt Richard：日英の余命の

差に寄与する要因の研究 （ポスター

発表，P1-096，抄録集  p.108, 2016. 1. 
22）  

7. 坪谷透 , 相田潤 , 引地博之 , 近藤克則 , 

小坂  健：東日本大震災後の高齢者にお

ける身体機能の低下予測因子について

の前向き研究：岩沼プロジェクト （ポ

スター発表， P1-097，抄録集  p.109, 

2016. 1. 22）  

8. 辻大士 ,佐々木由理 ,亀田義人 ,宮國康弘，

相田潤，近藤克則：東日本大震災前後

の高齢者の運動・歩行状況の変化と抑

うつ度との関連：岩沼プロジェクト（自

然実験）より  （ポスター発表，P1-098，

抄録集  p.109, 2016. 1. 22）  

9. 近藤克則 , 佐々木由理 , 辻大士 , 亀田義

人 , 宮國康弘 , 斉藤雅茂 , 近藤尚己 , 相

田潤 , 竹田徳則 , 尾島俊之：「地域づく

りによる介護予防」普及に向けたプロ

トコール開発：参与観察研究 （ポス

ター発表，P1-100，抄録集  p.109, 2016. 

1. 22）  

10. 宮國康弘 ,佐々木由理，鄭丞媛，谷友香

子，岡田栄作，斉藤雅茂，近藤尚己，

近藤克則：社会参加，社会的ネットワ

ーク，社会的サポートと要介護認定の

関連：JAGES縦断研究  （ポスター発表，

P1-101,抄録集  p.110，2016. 1. 22) 

11. 尾島俊之 , 岡田栄作 , 中村美詠子 , 斉藤

雅茂 , 近藤尚己 , 相田潤 , 近藤克則：高

齢者の友人等との交流と要支援等認定

割合：JAGESプロジェクト （ポスタ

ー発表，P1-102, 抄録集  p.110，2016. 1. 

22) 

12. 芦田登代 ,近藤尚己 ,近藤克則 :グループ

参加における構成メンバーの多様性と

健康指標との関連：JAGESプロジェク

ト  （ポスター発表 , P1-103, 抄録集

p.110, 2016. 01. 22）  

13. 高木大資 , 近藤尚己 , 近藤克則：介護予
防活動に資する地域診断指標開発のた

めのマルチレベル分析（ポスター発表 , 

P1-104, 抄録集p.110, 2016. 01. 22）  
14. 本庄かおり , 近藤尚己 , 谷友香子 , 佐々

木由理 , 近藤克則 :高齢者における独居、

社会的サポートとうつ症状発症の関

連：JAGES３年間コホート研究  （ポス

ター発表 , P1-064, 抄録集p.100, 2016. 

01. 22）  

15. 長谷田真帆 , 近藤尚己 , 高木大資 , 近藤

克則：ソーシャル・キャピタルは高齢

者の抑うつ格差を縮小するか：JAGES

横断データを用いたマルチレベル分析 

（ポスター発表 , P1-065, 抄録集p.101, 

2016. 01. 22）  

16. 柳奈津代 , 藤原武男 , 羽田明 , 近藤克

則：子ども期の社会経済的地位（SES）

と高齢期の睡眠障害  -抑うつと睡眠薬

服用は関与しているか- （ポスター発

表 , P1-099, 抄録集p.109, 2016. 01. 22）  

＜第74回日本公衆衛生学会  （長崎 , 長崎ブリ

ックホール・長崎新聞文化ホール , 2015. 11. 

4-6 ）＞  



シンポジウム22『子どもの貧困と健康』藤

原武男：「子どもの貧困と健康：疫学の視点

から」  

シンポジウム23『ヘルスサービスリサーチ

の現状と展望』近藤克則：  座長  

村田千代栄：「医療アクセスの関連要因－

JAGESプロジェクトの知見を中心に－」  

シンポジウム25『「健康格差の縮小」をど

う進めるか－健康格差対策の7原則』 近藤克

則：座長  

1. 近藤尚己：「健康格差対策を＜はじめ

る＞＜考える＞原則」  

2. 稲葉陽二：「健康格差の7原則」の第５

原則「重曹的対策」について  
3. 尾島俊之：「健康格差対策を＜動かす

＞原則」  

4. 岡田尚：「神戸市における介護予防の

取り組みー健康格差縮小に向けて  

＜医療経済フォーラム・ジャパン第14回公開

シンポジウム＞  

  《地方創生における医療・介護の役割》  

  近藤克則：「高齢者の社会参加による地

方創生  －予防医学の視点から」  

  （東京プリンスホテル2階プロビデンスホ

ール2015. 10. 22）  

＜日韓国交正常化50周年記念日本福祉大学・

延世大学第10回日韓定期シンポジウム＞  

高齢社会における医療・福祉・介護制度改

革の課題と展望：近藤克則：「地域包括ケア

と保健医療福祉政策」（日本福祉大学  東海キ

ャンパス  S401教室 , 2015. 10. 17, 主催：日本

福祉大学  延世大学医療福祉研究所 ,共催：駐

名古屋大韓民国総領事館）  

＜第11回グローカルカフェ，佐久総合病 , 2015. 

7. 2＞  

1. 近藤克則：佐久のソーシャル・キャピ

タル（SC）は豊かなのか？－仮説検証

に必要なもの  

＜第30回  日本国際保健医療学会東日本地方

会，佐久総合病院 , 長野県，2015. 6. 20＞  

1. 近藤克則：アジアへの示唆－超高齢化

先進国日本における社会疫学・予防医

学研究の立場から「加速するアジアの

高齢化にどう立ち向かうか」（抄録集

p30）  

＜第20回  日本老年看護学会学術集会，パシフ

ィコ横浜，神奈川，2015. 6. 12-14＞  

1. 近藤克則：教育講演，「高齢者の保健・

医学における『見える化』  

＜第29回日本医学会総会，国立京都国際会館，

京都，2015. 4. 13＞  

1. 近藤克則：格差指標からみた我が国の

水準。企画4「健康格差社会の是正を目

指して」  

＜World Health Summit:Kyoto2015：JAGES共
催シンポジウム「ソーシャル・キャピタルと

健康長寿」が開催 ,  2015. 04. 13-14＞  

1. K. Kondo: Social Connectedness and 

Healthy Aging. In Symposium at World 

Health Summit Regional Meeting Asia, 

Kyoto, 14 April 2015 

＜東京国際フォーラムにて「災害とソーシャ

ル・キャピタル」   2015. 02. 15＞  

1. 近藤尚己：災害復興に向けたソーシャ

ル・キャピタル醸成のための環境整備  

H. 知的財産権の出願・登録状況  

1. 特許取得なし  

2. 実用新案登録なし  

3. その他なし  
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表１ 部署間連携会議に使用した地域診断ツール例：御船町における各指標の地域間格差部署間連携会議に使用した地域診断ツール例：御船町における各指標の地域間格差部署間連携会議に使用した地域診断ツール例：御船町における各指標の地域間格差部署間連携会議に使用した地域診断ツール例：御船町における各指標の地域間格差部署間連携会議に使用した地域診断ツール例：御船町における各指標の地域間格差部署間連携会議に使用した地域診断ツール例：御船町における各指標の地域間格差部署間連携会議に使用した地域診断ツール例：御船町における各指標の地域間格差部署間連携会議に使用した地域診断ツール例：御船町における各指標の地域間格差部署間連携会議に使用した地域診断ツール例：御船町における各指標の地域間格差  

 


